
基準値（単位） 基準年度

中間年度 最終年度

1,372,151

％

110

％

244,000

％

％

◆総合計画における位置付け等 平成18年１０月２７日記入

平成１8年度 施策評価シート

施 策 名 総合的な産業振興施策の推進 課長名 下山啓二

評価担当部 経済部

第１節 活力ある産業の振興

指標５

達成率 #DIV/0!

指標４

達成率 #DIV/0!

21

毎年8％程度のアクセス増を
見込む

332,000件
指標３

達成率
19

115.8

282,600
285,000件

21

商工会議所の会員等に対し
最低年1回以上の指導をめざ
している。平成17年度の実績
=5,242件

5,300件
118.4％

指標２

達成率
19

106.4

117
5,300件
118.4％

21

平成16年を基準として、毎年5．5％
（H14～16の平均増加率）の増加とＳ
ＴＥＰ50の認定企業の経営計画等を
加味して設定。Ｈ17実績は速報値。

1,821,110百万円
指標１

達成率
19

103.3

1,416,946
1，591,110百万円

指標５

Ｈ17目標値/実績値 中間年度の目標値 最終年度の目標値

Ｈ１６

指標４

指標３ 産業振興財団のホームページアクセス件数
産業振興財団ホームページ「さがみはら産業ある
ある情報」へのアクセス件数 225,900件

Ｈ１６

指標２ 商工会議所が小規模事業者に行なう経営相談指導率

相談指導件数/会員数×１００
16経営指導件数 4,924件 会員数 4,498人

4,924件
109.5% Ｈ１６

指標１ 製造品出荷額等
市内製造業の製造品出荷額等 1，300，617

（百万円）

＊人件費は、一人あたり Ｈ14：839万円、Ｈ17：805万円として算定。人口は、61.6万人（Ｈ15.4.1現在） 66.7万人（Ｈ18.4.1現在）とした。

ロボフェスタ開催経費 １２４，２５３千円の減

指標名 指標の基準値の定義

市民一人あたりの事業費 390 166

合計 240,136 110,670

事業費 105,129

人件費 5,541

目標値の考え方（根拠）

社会経済情勢の変化に的確に対応し、活力ある産業活動が展開されるよう、関係機関、団体との連携を図るとともに、企業間、産
業間、産学間等の連携強化を進めるなど、総合的な産業振興施策を推進する。
中小企業の経営革新への支援、広域情報ネットワークを活用した産業の振興、あるいは産業活動のグローバル化に対応した事業
の展開など、産業の活性化を図るための事業展開を市内経済団体の商工会議所や産業振興財団等と連携をとりながら実施してい
る。

２ 事業費・人員

年度 平成14年度（決算）平成17年度（決算） 増減の主な理由

３ 成果・活動指標

基本目標 躍動し 魅力あふれる交流拠点都市をめざして 施策コード 31110

政策名（章） 第１章 立地特性を生かした産業の振興をめざします

１ 施策の目的・概要（目的はわかりやすく記入）

基本施策名（節名） 評価担当課 産業振興課



１次評価

Ｂ

２次評価

Ｂ

３次評価

課題
産業の振興は雇用の創出はもとより、市民生活を財政面で支える等市の重要な施策であるが、産業（工業）
振興施策は市民生活と関わりの薄い施策なため、その重要性と市民意識との間に大きな隔たりが生じてい
る。

解決策
産業の振興と市民生活との関わり、重要性について、広報紙等の媒体を利用してＰＲを行なっている。

７ ２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

設定された指標が施策目的と適合していない。成果をあらわす指標の設定が難しい施策であるが、今後、施策目的に
適合した指標の設定を検討する必要がある。
今後、産業振興と市民生活との関わりや重要性について、積極的に市民全般に周知していく必要がある。

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

８ ３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

６ 課題と解決策（現状または、評価結果から）

合計 9 評価結果に基づく区分（４項目の合計点数による）
Ａ（12から10点） Ｂ（9から5点） Ｃ（4点以下）

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

市民満
足度

市民満足度調査
により市民ニー
ズを把握し、市民
の立場に立って
事業展開してい
る

1

施策の満足度は3.151で51施策の中で29番目、重要度は3.534で45番目となっているが、産業の
振興は雇用の創出はもとより、市民生活を財政面で支える大きな力となるものであることから、施策
を更に充実させるとともに、その重要性を市民に周知していく必要があると考えている。

効率性

最少経費で最大
効果が得られる
事業構成となっ
ている

4
・相模原商工会議所及び相模原市産業振興財団が行なう産業振興事業に対する助成について
は、費用対効果の視点から常に事業の見直しを行なっている。

有効性

各事業が果たす
施策に対する目
標の達成度合い
を把握し、効果の
高い事業を実施
している

4

・商工会議所では、小企業の経営革新を図るため、経営指導員による巡回・窓口相談のほか、専門
家による講習会等を通じた集団指導を実施し成果をあげている。
・本市の産業情報を広く市内外に発信するために開設している産業振興財団ホームページをシティ
セールスに重きを置いた内容に変更する等充実を図ることでアクセス件数が増加している。

４ 市民満足度調査結果（平成18年度実施分）
○この施策の満足度は3.151で51施策の中で29番目。
○重要度は3.534で45番目である。
○改善要望度は－0.2105で39番目である。
○年齢別にみると、満足度は70歳以上でもっとも高く、40歳
代でもっとも低くなっている。
○重要度は70歳以上でもっとも高く、30歳代でもっとも低く
なっている。
○前回調査と比較すると、満足度は施策の順位に大きな違
いはみられないが、重要度は下がっている。
○満足度の順位では、30歳代で前回調査より大幅に上が
り、60歳代で大幅に下がっている。
○重要度の順位では、70歳以上で前回調査より上がり、40
歳代で大幅に下がっている。

視点の
種類

評価基準・
着眼点 評価点 それぞれの視点に対して評価の具体的根拠

５ １次評価（３つの視点から評価を行う）

活力ある産業の振興

3.0

3.5

4.0

4.5

2.5 3.0 3.5 4.0

満足度の平均 3.190

低い ← 満足度 → 高い

高
い

↑

重
要
度

↓

低
い

重要度の平均 3.871

施策

Ｈ18◇ Ｈ15▲



コード 31110

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の
優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の
優先順位

Ｈ17人員
（人）
Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

産業振興ビジョン推進事業 産業振興課 1 0.00 0 1 0.03 242 150 392

市内産業動向調査事業 産業振興課 4 0.00 1,599 0 0

情報集積促進事業 産業振興課 6 0.00 384 4 0.00 66 467 533

優良従業員等表彰 産業振興課 5 0.07 800 5 0.06 483 110 593

物流効率化基礎調査 産業振興課 0.00 0 0 0

相模原市産業振興財団補
助金 産業振興課 3 0.05 70,450 3 0.14 1,127 59,467 60,594

相模原商工会議所運営費
補助金

相模原商工会議所補助金
産業振興課 2 0.00 42,450 2 0.08 644 29,973 30,617

ロボフェスタ開催経費 産業振興課 4.00 124,453 0 0

産学連携支援事業（再掲） 産業振興課 再掲 0.16 1,288 13,444 14,732

広域連携支援事業（再掲） 産業振興課 再掲 0.21 1,691 1,518 3,209

0

0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

4.12 240,136 0.68 5,541 105,129 110,670

4.12 240,136 0.68 5,541 105,129 110,670合計

計

総合的な産業振興施策の推進



コード 31110

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の
優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の
優先順位

Ｈ17人員
（人）
Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0.00 0 0.00 0 0 0計

総合的な産業振興施策の推進


